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証券コード：2760 
 

平成20年５月30日 
 

株 主 各 位 
 

神奈川県横浜市都筑区東方町１番地 
 

東京エレクトロン デバイス株式会社 
 

取締役社長  砂 川 俊 昭 

 

 

第23期定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて、当社第23期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する

ことができますので、後記株主総会参考書類をご検討いただき、お手

数ながら同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成20年６

月17日（火曜日）までに到着するようご返送いただきたく、お願い申

し上げます。 
 

敬 具 

 

記 

 

1. 日  時 平成20年６月18日（水曜日）午前10時 

2. 場  所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目18番１号 

  新横浜国際ホテル 南館２階 ｢チャーチル」 

   (末尾の会場ご案内図をご参照ください｡） 
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3. 株主総会の目的事項 

報 告 事 項 1. 第23期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び

監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

2. 第23期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）

計算書類報告の件 

決 議 事 項  

議１号議案 取締役８名選任の件 

第２号議案 会計監査人選任の件 

第３号議案 取締役賞与支給の件 

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

 

以 上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

1. 添付書類及び株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場
合は、インターネット上の当社ウェブサイトにおいて、修正後
の事項を掲載させていただきます。 
(http://www.teldevice.co.jp） 

 
2. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会

場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。 
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添 付 書 類 
 

事 業 報 告 

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及び成果 

   当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に、緩やか

な回復基調を続けてまいりましたが、サブプライムローン問題等による米国

の景気減速感が強まる中、原材料価格の高騰と相俟って、国内景気に対する

先行きが懸念される状況となっております。 

   当社グループの参画いたしておりますエレクトロニクス業界におきまして

は、ノート型パソコンや携帯電話が出荷台数ベースで堅調に推移しました。

薄型テレビ（PDP・液晶）やデジタルカメラ等のデジタル家電につきましては、

需要が旺盛でありましたが、引き続き価格低下が進み、競争は激しさを増し

ております。また、年度後半から世界経済の景況感が悪化したことを受け、

半導体市場も弱含みの状況で推移しております。一方、企業における情報セ

キュリティや内部統制関連の法整備を背景として、情報セキュリティ対策や

保存データ量の増加に対応するためのIT投資が引き続き堅調に推移しており

ます。 

   このような状況のもと当社グループは、重点戦略マーケットである産業機

器分野向けに、カスタムICや汎用IC（アナログIC）等の高付加価値商品の販

売に注力し、自社ブランド「inrevium（インレビアム)」ビジネスでは、半導

体の設計受託業務拡大と自社商品開発強化に努めてまいりました。また、顧

客企業戦略に最適なソリューションを提供すべく、コンピュータ・ネットワ

ーク機器及びIT関連ソフトウェアの販売並びに保守サービスの強化に努めて

まいりました。拠点展開におきましては、平成20年１月には海外事業戦略の

一環として、ASEAN地域における販売体制強化のためシンガポールに子会社を、

また、平成20年２月には顧客ニーズに応じた商品ラインアップの充実を図る

ため国内に子会社を設立し、顧客に密着した営業展開を図ってまいりました。 

   この結果、当連結会計年度の売上高は1,121億４百万円（前期比12.4％増)、

営業利益は36億７千８百万円（前期比4.2％増)、経常利益は38億４千９百万

円（前期比18.6％増)、当期純利益は21億９千３百万円（前期比16.9％増）と

なりました。 

 



〆≠●0 
01_0454301102006.doc 
東京エレクトロンデバイス㈱様 招集 2008/05/27 17:22印刷 2/13 
 

― 4 ― 

   連結売上高の品目別の状況は次のとおりであります。 
 

第22期 
(平成19年３月期) 

第23期 
(平成20年３月期) 区  分 

売上高(百万円) 構成比(％) 売上高(百万円) 構成比(％) 増減率(％) 

半 導 体 製 品 79,569 79.8 80,828 72.1 1.6 

コ ン ピ ュ ー タ ・ 
ネットワーク機器 

9,162 9.1 19,520 17.4 113.1 

ミ ド ル ウ ェ ア ・ 
ソ フ ト ウ ェ ア 

5,637 5.7 6,459 5.8 14.6 

そ の 他 電 子 部 品 5,373 5.4 5,296 4.7 △1.4 

合 計 99,743 100.0 112,104 100.0 12.4 

 
  【半導体製品】 
   携帯電話基地局向けカスタムICの販売が減少しましたが、携帯電話端末向

け汎用アナログICの販売が堅調であり、また、新規に仕入先商品が寄与した
こともあり、当連結会計年度の売上高は、808億２千８百万円（前期比1.6％
増）となりました。 

 
  【コンピュータ・ネットワーク機器】 
   前連結会計年度後半より新たに取扱いを開始したコンピュータ・ネットワ

ーク機器につきましては、企業における保存データ量の増加を背景として、
SAN（ストレージ・エリア・ネットワーク）スイッチの販売が好調であり、企
業向けネットワークシステム構築機器の販売及び保守が堅調に推移したこと
により、当連結会計年度の売上高は、195億２千万円（前期比113.1％増）と
なりました。 

 
  【ミドルウェア・ソフトウェア】 
   主に官公庁向けビジネスが好調であったため、当連結会計年度の売上高は、

64億５千９百万円（前期比14.6％増）となりました。 
 
  【その他電子部品】 
   組み込み用カスタムボード等の需要が減少したことにより、当連結会計年

度の売上高は、52億９千６百万円（前期比1.4％減）となりました。 
 
  （品目区分の変更） 

   従来区分しておりました「コンピュータ・ネットワーク」及び「ソフトウ
ェア」について、製品の性質・類似性を考慮し見直した結果、｢コンピュー
タ・ネットワーク」に含めていたミドルウェア製品を「ソフトウェア」に含
め、名称をそれぞれ「コンピュータ・ネットワーク機器」及び「ミドルウェ
ア・ソフトウェア」に変更しております。また、｢ボード製品」及び「一般電
子部品」については、｢その他電子部品」として表示しております。これらの
変更に伴い、前連結会計年度の数値を変更後の区分に組替えて表示、比較し
ております。 
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 (2) 設備投資の状況 

   当連結会計年度における当社グループの設備投資総額は２億６千３百万円

であり、その主なものは情報システム関連（サーバーの入替等)、事務所の開

設に伴う設備等への投資であります。 

 

 (3) 資金調達の状況 

   特記すべき事項はありません。 

 

 (4) 対処すべき課題 

   当社グループが参画しておりますエレクトロニクス業界は、グローバルな

競争が激しさを増しており、事業再編や提携等の様々な変化が絶え間なく続

いております。 

   このような変化の激しい経営環境のもと、当社グループでは常に最新かつ

最先端の商品発掘に努め、また、マーケットの新規開拓に取り組んでまいり

ます。当社グループは、利益性はもとより、将来を見据えた成長性を重視し、

次の項目に重点的に取り組んでまいります。 

  ① コンピュータ・ネットワーク事業の強化 

    成長性の高いコンピュータ・ネットワーク事業の業績拡大を図るべく、

販売戦略推進に努めてまいります。 

  ② 電子部品事業の強化 

    顧客に密着した営業展開及び新規顧客・新規商品の開拓を推進し、当社

グループ主力である電子部品事業の一層の強化に努めます。 

  ③ 開発ビジネスの強化 

    自社ブランドである「inrevium（インレビアム)」の商品開発に注力し、

産業機器分野向けを中心として一層の販売拡大を図ります。 

  ④ 海外事業展開の推進 

    顧客企業のASEAN地域への生産拠点拡大を背景に、同地域でのサポート体

制を充実し、伸長著しいアジアマーケットに対する販売体制強化と付加価

値の高い自社商品のグローバルな販売展開を図ってまいります。 

  ⑤ 業務構造の改革 

    一人当たりの生産性向上を目的として、業務プロセス・業務フローの見

直しを行い、情報システム及び組織体制を含めた業務構造改革を推進し、

効率化に努めてまいります。 

  ⑥ 人材の活性化 

    成果貢献度に応じて報いる人事諸制度のもと、教育制度の充実に努め、

人材の活性化を図ってまいります。 

  ⑦ 内部統制システムの整備推進 

    コンプライアンス体制及びリスク管理体制の整備を推進し、財務報告の

信頼性確保に努めてまいります。 
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 (5) 財産及び損益の状況の推移 

   当社グループ 
 

区 分 
第20期 

平成17年３月期
第21期 

平成18年３月期
第22期 

平成19年３月期
第23期（当期) 
平成20年３月期 

売 上 高 (千円) ― 88,290,003 99,743,143 112,104,644 

経 常 利 益 (千円) ― 2,630,550 3,245,547 3,849,269 

当 期 純 利 益 (千円) ― 1,537,284 1,876,746 2,193,084 

１株当たり当期純利益 (円) ― 16,525.92 18,957.04 20,689.48 

総 資 産 (千円) ― 37,088,968 46,729,660 51,458,480 

純 資 産 (千円) ― 15,160,544 20,056,460 21,604,874 

 

   当社 
 

区 分 
第20期 

平成17年３月期
第21期 

平成18年３月期
第22期 

平成19年３月期
第23期（当期) 
平成20年３月期 

売 上 高 (千円) 88,079,831 87,456,519 97,194,143 109,295,862 

経 常 利 益 (千円) 2,820,262 2,637,917 3,134,417 3,646,048 

当 期 純 利 益 (千円) 1,916,947 1,541,611 1,779,020 2,078,211 

１株当たり当期純利益 (円) 20,597.25 16,572.95 17,969.90 19,605.77 

総 資 産 (千円) 35,988,496 36,477,256 45,829,734 50,489,272 

純 資 産 (千円) 14,216,236 15,183,848 19,982,740 21,453,972 
 
(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数で算出しております。なお、

第20期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出
しております。また、第21期より連結計算書類を作成しているため、第20期の
当社グループの財産及び損益の状況は記載しておりません。 

2. 第20期は、期後半より、デジタル家電分野において在庫調整があったことから、
半導体電子部品市況が調整局面となったこと等により、売上高は増加したもの
の、経常利益は減少いたしました。 

3. 第21期は、デジタル家電分野の需要は旺盛でありましたが、製品価格の下落が
続き、利益面において厳しい状況となりました。 

4. 第22期は、基地局等の通信インフラに対する設備投資の増加や、企業向けパソ
コン需要の堅調な推移により、増収増益となりました。 

5. 第23期（当期）の状況につきましては、前記「(1)事業の経過及び成果」に記載
のとおりであります。 

 

 (6) 主要な事業内容（平成20年３月31日現在） 

   半導体製品、ボード製品、ソフトウェア、一般電子部品及びコンピュー

タ・ネットワーク製品の仕入販売並びに半導体製品、ボード製品及びソフト

ウェアの設計、開発。 
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 (7) 主要な事業所（平成20年３月31日現在） 

  ① 当社 
 

本   社 神奈川県横浜市 

支   社 北関東支社（埼玉県さいたま市)、大阪支社（大阪府大阪市） 

営 業 部／

 営 業 所

 

 

 

 

仙台営業所（宮城県仙台市)、長岡営業所（新潟県長岡市)、 

水戸営業所（茨城県水戸市)、東京営業所（東京都千代田区)、 

立川営業所（東京都立川市)、本社営業部（神奈川県横浜市)、 

松本営業所（長野県松本市)、三島営業所（静岡県三島市)、 

浜松営業所（静岡県浜松市)、名古屋営業所（愛知県名古屋市)、 

京都営業所（京都府京都市)、福岡営業所（福岡県福岡市） 

サテライト

 

宇都宮サテライト（栃木県宇都宮市)、 

厚木サテライト（神奈川県厚木市)、岡山サテライト（岡山県岡山市） 

出 張 所 松山出張所（愛媛県松山市） 

オ フ ィ ス

 

 

東京オフィス（東京都千代田区)、新宿オフィス（東京都新宿区)、 

府中オフィス（東京都府中市)、横浜オフィス（神奈川県横浜市)、 

大阪オフィス（大阪府大阪市） 
 
(注) 平成20年４月１日をもって、東京営業所は北関東支社に統合しております。 

 

  ② 子会社 
 
Tokyo Electron Device Hong Kong Ltd. 香港、上海、大連、シンガポール 

 
(注) Tokyo Electron Device Singapore Pte.Ltd.設立に伴い、平成20年４月１日をもっ

て、シンガポール支店は閉鎖しております。 

 

 (8) 従業員の状況（平成20年３月31日現在） 

  ① 当社グループ 
 

従  業  員  数 前 期 末 比 増 減 

788名 49名増 

 

  ② 当社 
 

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

770名 45名増 36.8歳 5.5年 

 
(注) 従業員数には、休職者11名を含んでおりません。 
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 (9) 重要な親会社及び子会社の状況（平成20年３月31日現在） 

  ① 親会社の状況 
 

会 社 名 
当社株式
の持株数

当社への
出資比率

関  係  内  容 

 株 ％  

東京エレクトロン株式会社 58,753 55.42 商品の仕入、販売等 

 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容 

 千香港ドル ％  

Tokyo Electron Device Hong Kong Ltd. 3,500 100.00 半導体製品等の販売 

 

 (10) 主要な借入先（平成20年３月31日現在） 
 

借    入    先 借 入 金 残 高 

 千円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 3,100,000 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,469,679 

株 式 会 社 肥 後 銀 行 500,000 
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2. 会社の株式に関する事項（平成20年３月31日現在） 
(1) 発行可能株式総数 256,000株
(2) 発行済株式の総数 106,000株
(3) 株 主 数 5,955名
(4) 大 株 主 

 
当社への出資状況 

株    主    名 
持 株 数 出資比率 

株 ％ 

東 京 エ レ ク ト ロ ン 株 式 会 社 58,753 55.42 

東 京 エ レ ク ト ロ ン デ バ イ ス 社 員 持 株 会 3,162 2.98 

小 林 信 雄 1,101 1.03 

ユ ー ビ ー エ ス  エ ー ジ ー  ロ ン ド ン  ア カ ウ ン ト 
アイピービー セグリゲイテッド クライアント アカウント

1,062 1.00 

ノーザン  トラスト  カンパニー  エイブイエフシー  リ 
ノーザン トラスト ガンジー ノン トリーティー クライアンツ

600 0.56 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 593 0.55 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 464 0.43 

居 山 耕 作 382 0.36 

シービーエヌワイディエフエイ インベストトラスト
カンパニー ジャパン スモールカンパニーシリーズ

361 0.34 

S B Iイー・トレード証券株式会社自己融資口 338 0.31 

 
3. 会社の新株予約権等に関する事項 
 (1) 当事業年度末日における新株予約権の状況 

 
区 分 第１回新株予約権 第２回新株予約権 

発行日 平成16年９月16日 平成17年９月１日 

発行個数 150個 350個 

目的となる株式の種類及び数 
当社普通株式 300株

(新株予約権１個につき２株)
当社普通株式 350株 

(新株予約権１個につき１株)

行使価額 １株につき340,439円 １株につき281,492円 

行使期間 
平成18年８月１日から
平成26年５月31日まで

平成19年８月１日から 
平成27年５月31日まで 

当事業年度末日残高 150個 350個 

役員の保有状況（注）  
 取締役（社外取締役を除く) 40個(１名) 176個(３名)
 社外取締役 ― ― 
 監査役 19個(１名) ― 
 
(注) 当事業年度末日における各地位の保有状況を記載しており、新株予約権の割当を行

った当時の地位とは異なります。 
 

 (2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況 

   該当事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 
 (1) 取締役及び監査役（平成20年３月31日現在） 
 

地     位 氏     名 担当または他の法人等の代表状況等 

取 締 役 会 長 古 垣 圭 一  

代 表 取 締 役 社 長 砂 川 俊 昭 Tokyo Electron Device（Shanghai）Ltd.取締役会長 

取 締 役 久 我 宣 之 執行役員専務 管理本部長、総務部長 

取 締 役 天 野 勝 之 執行役員 CN事業本部長、コーポレート企画室担当 

取 締 役 
 

木 村  勉
 

執行役員 EC営業統括本部長、 
東日本第１営業本部長、社内ベンチャー担当 

取 締 役 
 

徳 重 敦 之
 

執行役員 EC海外事業担当、 
PLDソリューション事業部長 

取 締 役 
 
 

東  哲 郎
 
 

東京エレクトロン株式会社代表取締役会長 
Tokyo Electron U.S. Holdings, Inc.取締役会長 
社団法人日本半導体製造装置協会会長 

取 締 役 原 護 東京エレクトロン株式会社取締役 

取 締 役 常 松 政 養 社団法人日本半導体製造装置協会専務理事 

常 勤 監 査 役 矢 崎 一 洋  

常 勤 監 査 役 遠 山 憲 一  

監 査 役 田 中 健 生 東京エレクトロン株式会社常勤監査役 

監 査 役 林  田  謙 一 郎 弁護士 
 
 報酬委員会委員：久我宣之、徳重敦之、原 護、常松政養 
 指名委員会委員：古垣圭一、久我宣之、天野勝之、木村 勉、東 哲郎 
(注) 1. 取締役 常松政養氏は、社外取締役であります。 

2. 監査役 矢崎一洋氏及び林田謙一郎氏は、社外監査役であります。 
3. 監査役 矢崎一洋氏及び田中健生氏は、財務部門を経験しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有するものであります。 
4. 当社では、監督と執行の分離を図るため、執行役員制度を導入しております。 
  なお、平成20年５月１日現在の執行役員は次のとおりであります。 

 
氏     名 担     当 

砂 川 俊 昭 代表取締役社長 

久 我 宣 之 執行役員専務 管理本部長、総務部長 

天 野 勝 之 執行役員 CN事業本部長 

木 村  勉 

 

執行役員 営業統括本部長、東日本第１営業本部長、 

社内ベンチャー担当 

徳 重 敦 之 執行役員 EC海外事業担当、PLDソリューション事業部長 

宍 倉 弘 明 執行役員 ゼネラルプロダクト事業部長、技術支援室担当 

大 崎 正 之 執行役員 Comm&CE事業部長 

八 幡 浩 司 執行役員 インダストリー事業部長、インダストリーシステム部長 

武 井  弘 

 

執行役員 東日本第２営業本部長、北関東支社長、 

ネットワークパートナー営業部担当 

黒 田 修 治 執行役員 西日本営業本部長、大阪支社長 

山 田 信 二 執行役員 インレビアム事業部長 

林  英 樹 執行役員 ネットワーク事業部長 
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 (2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

   取締役  203,884千円（９名） 

   監査役   52,562千円（４名） 
 

(注) 報酬等の額には、当事業年度に役員賞与引当金及び役員退職慰労引当金に繰り

入れた額を含んでおります。 

 

 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 他の会社の社外役員の兼任状況 
 
区 分 氏 名 兼 任 先 及 び 兼 任 内 容 

監査役 林 田 謙一郎 ラムバス株式会社 社外監査役 

 

  ② 当事業年度における主な活動状況 
 
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 

取締役 常 松 政 養 
当事業年度に開催された取締役会全てに出席し、客観的な立

場から議案審議に必要な発言を適宜行っております。 

監査役 矢 崎 一 洋 

当事業年度に開催された取締役会ほぼ全て及び監査役会全て

に出席し、また、その他重要な会議に出席し、常勤監査役と

して内部統制システムの整備をはじめ、経営に係る様々な事

項に関し意見を述べております。 

監査役 林 田 謙一郎 

就任以来開催された取締役会及び監査役会ほぼ全てに出席

し、議案に対して質問をするとともに適宜意見を述べており

ます。 

 

  ③ 責任限定契約の内容の概要 

    当社は社外取締役 常松政養氏及び社外監査役 林田謙一郎氏との間で、

任務を怠ったことによって当社に対して賠償責任を負う場合は、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結して

おります。 

    ただし、責任限定が認められるのは、当該社外役員が責任の原因となっ

た職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

 

  ④ 社外役員の報酬等の額 
 
当社から支払われた役員報酬等の額（注） 34,537千円 

当社の親会社または当社親会社の子会社から支払われた役員報酬等の額 ― 
 
(注) 当事業年度に役員退職慰労引当金に繰り入れた額を含んでおります。 
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5. 会計監査人の状況 

 (1) 会計監査人の氏名 

   公認会計士 桜友共同事務所 

     公認会計士 石 井 和 人 氏 

     公認会計士 鈴 木 智 喜 氏 

     公認会計士 蓮 見 知 孝 氏 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
 

 支払額 

当社の会計監査人としての報酬等の額 18,200千円 

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,200千円 
 
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できな

いため、上記の金額はこれらの合計額を記載しております。また、当社と公認

会計士桜友共同事務所との間の契約は、各会計監査人を監査受嘱者（連名）と

しており、その報酬等の額は各会計監査人ごとに区分できないため、合計額を

記載しております。 

2. 重要な子会社であるTokyo Electron Device Hong Kong Ltd. は、当社会計監査

人以外の監査法人の監査を受けております。 

 

 (3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

   会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると認め

られる場合には、監査役会は監査役全員の同意により、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。 

   また、会計監査人の独立性、適格性等を勘案し、適正な監査の遂行が困難

であると認められる場合には、取締役会は、監査役会の同意を得てまたは監

査役会の請求により、会計監査人の不再任の議案を株主総会に付議いたしま

す。 

 

6. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制 

 (1) 内部統制システムの基本方針 

   ・取締役は、社会の構成員として求められる倫理観に基づき、公正かつ適

切な経営の実現を図るとともに、内部統制に関して従業員への周知徹底

を行う。 
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   ・市民社会の秩序・安全並びに企業活動を阻害する恐れのある反社会的勢

力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。 

不当要求に対しては、警察及び弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、

組織的な対応を図る。 

   ・｢業務の有効性と効率性の向上｣、｢財務報告を含む企業情報の信頼性向

上｣、｢法令遵守」を目的として、マネジメントプロセスと統合した内部

統制システムの構築を目指す。 

   ・社長を委員長とする内部統制委員会の配下にある倫理委員会及びリスク

管理委員会を中心として、内部統制システムの整備を推進する。 

 

   内部統制の体制整備のために以下のとおり取り組む。 

 

 (2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

   ・取締役は、法令遵守は当然との認識のもと、高い倫理観をもって公正か

つ適切な経営を実践するため、取締役及び従業員がとるべき行動の基

準・規範を示した「倫理行動基準」を遵守し、社内組織への周知徹底と

定着を重要な役割として率先垂範する。 

   ・取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は、会社の業務

執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互

に監視・監督する。 

   ・取締役会の意思決定の妥当性を確保するため、社外取締役の招聘を推進

する。 

   ・取締役の職務執行状況は、監査基準に基づいた監査役監査を受け、社会

的信頼性に応える良質な企業統治体制を確立していく。 

 

 (3) 業務の適正を確保するために必要な体制 

  ① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   ・取締役の職務執行に係る文書の管理基準及び管理体制に則り、法令及び

社内規則に基づき作成・保存するとともに、取締役、監査役、会計監査

人等が閲覧可能な状態にて管理する。 

  ② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   ・リスク管理を経営の重要課題の一つと認識し、リスク管理委員会を設置

し、リスク管理基準を整備する。 

   ・リスク管理委員会は、リスクを把握、分析、評価し、担当執行役員がリ

スクに対して適切な対策を実施する。 

   ・リスク管理委員会はリスク管理を統括するとともに、内部統制委員会に

報告を行い、内部監査室がリスク対策実行状況の監査を行う。 
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  ③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   ・執行役員制度により経営と業務執行を分離し、取締役会は経営の基本方

針及び重要事項を決定し、業務執行状況を監督する。 

   ・取締役会は、経営目標を明確化するため、経営計画を決定する。 

    各部門の執行役員は、経営計画達成のための戦略を策定、遂行する。 

   ・経営計画進捗状況は、各部門の執行役員で構成する執行役員会議等にお

いて管理を行い、取締役会は、経営計画進捗状況の報告を受ける。 

   ・適正かつ効率的な職務執行体制の確保のため、決裁権限等各種規程の見

直しを随時実施する。 

  ④ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

   ・従業員は、コンプライアンス規程及び行動の基準・規範を示した「倫理

行動基準」を遵守する。 

   ・倫理委員会は、コンプライアンス体制を整備し、教育・啓蒙を図る。 

   ・内部・外部通報制度の維持・運営を図り、事態の早期把握・未然防止に

努める。通報者に対しては、希望した場合には匿名性を保証し、不利益

とならないことを確保する。 

   ・内部監査によるコンプライアンスへの適合性の確認・徹底を図る。 

  ⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制 

子会社…｢関係会社管理規程」に基づき、主管部署が適切に子会社経営管

理を行う。コンプライアンス体制・リスク管理体制は子会社も

包含する。 

親会社…親会社との取引については、一般的な取引条件のもとに行うも

のとし、原則として取締役会決議を行う。 

 

 (4) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

   ・社長は、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの整備を

経営上の最重要事項の一つと位置付け、内部統制システムの整備運用状

況を評価し、財務報告の信頼性確保を推進する。 

   ・金融商品取引法に則って、財務報告における不正や誤謬の発生リスクを

管理し、業務の適正化を推進する財務担当取締役を中心とした体制を整

備する。また、財務報告に係る諸規程の整備及び運用を推進する。 

   ・内部監査室は、財務報告の信頼性確保のための体制の整備運用状況を監

査し、社長に報告する。 
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 (5) 監査役監査が実効的に行われるための体制 

  ① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項 

   ・監査役から求められた場合には、監査役と協議のうえ、専任または兼任

の従業員を監査役スタッフとして配置する。 

  ② 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   ・監査役スタッフの人事異動及び考課については、監査役の事前の同意を

得る。 

  ③ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制 

   ・監査役は取締役会のほか、重要な会議に出席し、報告を受ける体制をと

り、また、重要な稟議書や報告書を随時閲覧可能な体制とする。 

   ・取締役は会社に重大な損害を及ぼす恐れがある事実や不正行為等を発見

した場合は、直ちに監査役会に報告する。 

   ・監査役の求めに応じて、取締役及び従業員は速やかに業務執行状況を報

告するとともに、内部通報制度を通じて、従業員は直接、監査役に通報

することが可能な体制とする。 

  ④ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

   ・監査室と緊密な連携を保つとともに、取締役の許可を得ることなく、必

要に応じて監査室を監査役スタッフとして活用する。 

   ・代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題や監査役監査の環

境整備等について意見交換を行う。 

   ・監査の実施に当たり、監査役が必要と認める場合は公認会計士・弁護士

等の外部専門家を活用する。 

 

7. 剰余金の配当等の決定に関する方針 

  当社は、株主重視を経営の最重要事項の一つと位置づけており、継続的かつ

安定的な配当実施を原則としております。また、成長に応じた利益還元につき

ましても重視し、業績連動型配当として、連結当期純利益に対する配当性向

30％を目安とすることを基本方針としております。 

  内部留保金につきましては、自社ブランド商品の開発強化と海外事業展開や

IT（情報技術）への投資等業容拡大のために有効活用することにより、業績の

向上、企業価値の拡大を図り、株主の皆様への利益還元を充実していく所存で

あります。 

  この方針のもと、当期の剰余金の配当につきましては、取締役会決議により、

期末配当3,300円とさせていただきました。中間配当3,300円と合わせた年間配

当は１株につき6,600円（連結ベースの配当性向31.9％）となります。 
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連 結 貸 借 対 照 表  
 

(平成20年３月31日現在) 
（単位：千円) 

 

科       目 金 額 科       目 金 額 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

無形固定資産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

51,458,480

47,005,467

1,367,624

25,633,561

17,649,887

624,533

1,741,318

△  11,458

4,453,012

1,012,699

550,745

461,954

785,538

785,538

2,654,774

119,797

1,401,918

1,141,758

△   8,699

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

為替換算調整勘定 

 
29,853,605 

25,584,200 

13,897,701 

6,069,679 

1,582,518 

1,043,627 

663,307 

44,550 

2,282,815 

4,269,405 

3,859,577 

129,928 

279,900 

 

21,604,874 

21,579,799 

2,495,750 

5,645,240 

13,438,808 

25,074 

△   5,420 

64,622 

△    34,127 

資 産 合 計 51,458,480 負債・純資産合計 51,458,480 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
02_0454301102006.doc 
東京エレクトロンデバイス㈱様 招集 2008/05/27 17:22印刷 2/18 
 

― 17 ― 

連 結 損 益 計 算 書 

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

（単位：千円) 
 

科     目 金     額 

売 上 高 112,104,644 

売 上 原 価 95,147,030 

売 上 総 利 益 16,957,614 

販売費及び一般管理費 13,278,745 

営 業 利 益 3,678,869 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 2,189  

為 替 差 益 394,956  

雑 収 入 31,602 428,747 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 80,833  

債 権 譲 渡 損 167,732  

雑 損 9,782 258,348 

経 常 利 益 3,849,269 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 133 133 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 7,507  

事 務 所 原 状 回 復 費 用 13,930 21,437 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,827,964 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,723,550  

法 人 税 等 調 整 額 △  88,669 1,634,880 

当 期 純 利 益 2,193,084 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

（単位：千円) 
 

株   主   資   本 
 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日残高 2,495,750 5,645,240 11,913,524 20,054,514 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △  667,800 △  667,800 

当 期 純 利 益 2,193,084 2,193,084 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,525,284 1,525,284 

平成20年３月31日残高 2,495,750 5,645,240 13,438,808 21,579,799 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高 △     115 △   1,502 3,564 1,945 20,056,460 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △  667,800 

当 期 純 利 益 2,193,084 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

△   5,304 66,125 △  37,691 23,129 23,129 

当 期 変 動 額 合 計 △   5,304 66,125 △  37,691 23,129 1,548,414 

平成20年３月31日残高 △   5,420 64,622 △  34,127 25,074 21,604,874 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 
 

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項) 

1. 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 １社 

   連結子会社の名称  TOKYO ELECTRON DEVICE HONG KONG LTD. 

 (2) 非連結子会社の名称 

パネトロン㈱ 

TOKYO ELECTRON DEVICE SINGAPORE PTE.LTD. 

TOKYO ELECTRON DEVICE (SHANGHAI) LTD. 

TOKYO ELECTRON DEVICE (WUXI) LTD. 

(連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないためであります。 

2. 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社の数 

なし 

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称 

パネトロン㈱ 

TOKYO ELECTRON DEVICE SINGAPORE PTE.LTD. 

TOKYO ELECTRON DEVICE (SHANGHAI) LTD. 

TOKYO ELECTRON DEVICE (WUXI) LTD. 

(持分法を適用しない理由） 

持分法を適用していない非連結子会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書

類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。 

4. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

(a) 子会社株式…………移動平均法による原価法によっております。 

(b) その他有価証券 

  時価のないもの…移動平均法による原価法によっております。 

  ② デリバティブ 

時価法によっております。 

  ③ たな卸資産 

先入先出法による原価法を採用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

当社は定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。連結子会社は定額法によっております。なお、主な耐用

年数は以下のとおりであります。 

建     物 ２～45年

工具器具備品 ２～15年
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    (会計方針の変更) 

当社は法人税法改正に伴い、当連結会計年度より平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が、17,284千円減少しております。 

    (追加情報) 

当社は法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が、2,287千円減少しております。 

  ② 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的の

ソフトウェアについては見込販売期間（３年以内）に基づく定額法によっておりま

す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

当社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。連結子会社は、主に個別の債権について回収の可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４年）による定額法により按分

した額を費用処理しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職金支給に備えるため、内規に基づく当期末退職金要支給額を計上

しております。 

 (4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  ② ヘッジ会計の方法 

   (a) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 
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   (b) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段：デリバティブ取引（先物為替予約) 
ヘッジ対象：外貨建予定取引 

   (c) ヘッジ方針 
為替予約取引については、為替相場の変動によるリスク回避を目的とし、通常の
外貨建営業取引に係る契約等を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、
投機的な取引は行わない方針であります。 

   (d) ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象とヘッジ手段との関係が直接的であり、為替相場の変動によるキャッ
シュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価は省略
しております。 

  ③ 消費税等の会計処理の方法 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 

(表示方法の変更) 
連結貸借対照表 
前連結会計年度において「未払金」に含めて表示しておりました未払社会保険料につい
ては、表示方法を見直した結果、当連結会計年度より流動負債の「その他 (未払費
用)」で表示しております。 
なお、前連結会計年度において「未払金」に含めていた未払社会保険料は148,714千円
であります。 
 

(連結貸借対照表に関する注記) 
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,086,395千円
2. 偶発債務 
  リース債務に対する保証 
  TOKYO ELECTRON DEVICE SINGAPORE PTE.LTD. 5,269千円
 
(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 106,000株
2. 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 
 

決 議 
株式の 
種類 

配当金の 
総額(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年５月10日 
取締役会 

普通株式 318,000 3,000
平成19年
３月31日

平成19年 
５月31日 

平成19年11月２日 
取締役会 

普通株式 349,800 3,300
平成19年
９月30日

平成19年 
12月５日 

計  667,800   
 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
 

決 議 
株式の 
種類 

配当の 
原資 

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成20年５月12日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 349,800 3,300
平成20年
３月31日

平成20年 
６月２日 

 
3. 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的

となる株式の種類及び数 
平成16年６月18日開催の定時株主総会特別決議  普通株式 300株 
平成17年６月21日開催の定時株主総会特別決議  普通株式 350株 
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(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 203,819円57銭

2. １株当たり当期純利益 20,689円48銭

 

(その他の注記) 

 連結貸借対照表関係 

売掛債権流動化の目的で、｢ローンパーティシペーションの会計処理及び表示」(日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第３号）に基づいて、参加者へ売却したものとして会

計処理した売掛金の金額は775,887千円であります。 
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貸 借 対 照 表 
 

(平成20年３月31日現在) 
（単位：千円) 

 

科       目 金 額 科       目 金 額 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 消 費 税 等 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

従業員長期貸付金 

更 生 債 権 等 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 投 資 

貸 倒 引 当 金 

50,489,272

45,967,587

1,130,084

523,075

24,940,231

17,125,926

382,099

125,162

622,037

811,418

310,112

△   2,562

4,521,684

999,861

539,966

10,778

449,116

782,016

776,080

5,935

2,739,806

50,095

116,182

23,845

400

3,849

538,806

2,646

1,448,801

563,878

△   8,699

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

 
29,035,299 

24,765,894 

13,629,395 

5,600,000 

1,561,816 

183,168 

997,040 

1,991,655 

49,186 

56,639 

652,443 

44,550 

4,269,405 

3,859,577 

129,928 

279,900 

 

21,453,972 

21,394,770 

2,495,750 

5,645,240 

5,645,240 

13,253,779 

200,000 

13,053,779 

10,700,000 

2,353,779 

59,202 

△   5,420 

64,622 

資 産 合 計 50,489,272 負債・純資産合計 50,489,272 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

（単位：千円) 
 

科     目 金     額 

売 上 高 109,295,862 

売 上 原 価 92,775,890 

売 上 総 利 益 16,519,971 

販売費及び一般管理費 13,040,199 

営 業 利 益 3,479,772 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 1,407  

為 替 差 益 366,499  

雑 収 入 38,453 406,359 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 62,569  

債 権 譲 渡 損 167,732  

雑 損 9,782 240,083 

経 常 利 益 3,646,048 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 133  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 882 1,016 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 7,507  

事 務 所 原 状 回 復 費 用 13,930 21,437 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,625,627 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,686,661  

法 人 税 等 調 整 額 △  139,245 1,547,415 

当 期 純 利 益 2,078,211 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

（単位：千円) 
 

株 主 資 本 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金
 

資本金 
資本準備金 利益準備金

別途積立金 繰越利益剰余金

利益剰余金 
合計 

株主資本 
合計 

平成19年３月31日残高 2,495,750 5,645,240 200,000 9,500,000 2,143,368 11,843,368 19,984,358 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当  △  667,800 △  667,800 △  667,800 

別途積立金の積立  1,200,000 △1,200,000 ― ― 

当 期 純 利 益  2,078,211 2,078,211 2,078,211 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

   

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 1,200,000 210,411 1,410,411 1,410,411 

平成20年３月31日残高 2,495,750 5,645,240 200,000 10,700,000 2,353,779 13,253,779 21,394,770 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高 △      115 △    1,502 △    1,618 19,982,740 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △   667,800 

別途積立金の積立 ― 

当 期 純 利 益 2,078,211 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額（純 額) 

△    5,304 66,125 60,820 60,820 

当 期 変 動 額 合 計 △    5,304 66,125 60,820 1,471,232 

平成20年３月31日残高 △    5,420 64,622 59,202 21,453,972 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
02_0454301102006.doc 
東京エレクトロンデバイス㈱様 招集 2008/05/27 17:22印刷 11/18 
 

― 26 ― 

個別注記表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1. 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

  ② その他有価証券 

時価のないもの…移動平均法による原価法によっております。 

 (2) デリバティブ 

時価法によっております。 

 (3) たな卸資産 

先入先出法による原価法を採用しております。 

2. 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額法

によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建     物 ２～45年

工具器具備品 ２～15年

   (会計方針の変更) 

法人税法改正に伴い、当事業年度より平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

17,284千円減少しております。 

   (追加情報) 

法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

2,287千円減少しております。 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフ

トウェアについては見込販売期間（３年以内）に基づく定額法によっております。 

3. 重要な引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。 

 (3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。 
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 (4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（４年）による定額法により按分した額を費用処理
しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（４年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 
役員の退職金支給に備えるため、内規に基づく当期末退職金要支給額を計上しており
ます。 

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
 (1) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (2) ヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 
  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：デリバティブ取引（先物為替予約） 
ヘッジ対象：外貨建予定取引 

  ③ ヘッジ方針 
為替予約取引については、為替相場の変動によるリスク回避を目的とし、通常の外
貨建営業取引に係る契約等を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、投機
的な取引は行わない方針であります。 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ対象とヘッジ手段との関係が直接的であり、為替相場の変動によるキャッシ
ュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価は省略して
おります。 

 (3) 消費税等の会計処理の方法 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
(表示方法の変更) 
 貸借対照表 

前事業年度において「未払金」に含めて表示しておりました未払社会保険料については、
表示方法を見直した結果、当事業年度より「未払費用」で表示しております。 
なお、前事業年度において「未払金」に含まれていた未払社会保険料は148,714千円で
あります。 

 
(貸借対照表に関する注記) 
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,085,069千円
2. 保証債務 

子会社の仕入債務、借入債務及び 
リース債務に対する保証 735,229千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権 823,962千円
短期金銭債務 52,574千円

 
(損益計算書に関する注記) 
 関係会社との取引高 
  営業取引による取引高 
   売上高 5,797,241千円
   仕入高 219,644千円
   販売費及び一般管理費 31,234千円
  営業取引以外の取引による取引高 6,917千円
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(株主資本等変動計算書に関する注記) 

 当事業年度の末日における自己株式の数 

  当事業年度末に保有している自己株式はありません。 

 

(税効果会計に関する注記) 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 退職給付引当金 1,566,988千円

 未払賞与・賞与引当金 364,441千円

 たな卸資産評価損 134,480千円

 未払事業税 83,090千円

 役員退職慰労引当金 52,750千円

 その他 124,651千円

繰延税金資産小計 2,326,402千円

 評価性引当額 △ 9,132千円

繰延税金資産合計 2,317,270千円

繰延税金負債 

 前払年金費用 202,261千円

 繰延ヘッジ損益 44,169千円

繰延税金負債合計 246,431千円

繰延税金資産の純額 2,070,839千円
 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.6％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7％

 住民税均等割 1.0％

 その他 △ 0.6％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.7％

 

(リースにより使用する固定資産に関する注記) 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、電話交換機、車両運搬具等の一部については、リ

ース契約により使用しております。 
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(関連当事者との取引に関する注記) 

 子会社及び関連会社等 
 

関係内容 
属性 

会社等 
の名称 

住所 
資本金又は
出資額 
(千HK$)

事業の内容
議決権等の
所有割合 役員の兼任等 事業上の関係 

子会社 
TOKYO ELECTRON 
DEVICE  
HONG KONG LTD. 

CENTRAL 
HONG KONG 

3,500
半導体電子
部品等の販
売 

100.0％ 兼任４名
商品の販売 
仕入債務等に 
対する債務保証 

 
取引の内容 取引金額(千円) 科   目 期末残高(千円) 

商品の販売 5,105,889 売掛金 795,182 

債務保証 729,960 ― ― 
 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 1. 商品の販売については、市場価格等を勘案して価格交渉の上、取引条件を決定

しております。 

2. TOKYO ELECTORON DEVICE HONG KONG LTD.に対しリース債務及び仕入債務、銀行

借入に対する保証を行っております。なお、保証料は受領しておりません。 

3. 取引金額及び期末残高は、輸出取引につき消費税等は含まれておりません。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

1. １株当たり純資産額 202,395円97銭

2. １株当たり当期純利益 19,605円77銭

 

(その他の注記) 

貸借対照表関係 

売掛債権流動化の目的で、｢ローンパーティシペーションの会計処理及び表示」(日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第３号）に基づいて、参加者へ売却したものとして会

計処理した売掛金の金額は775,887千円であります。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成20年５月７日 
 
東京エレクトロン デバイス株式会社 

取締役会 御中 
 

公認会計士 桜友共同事務所 

公認会計士  石 井 和 人 ㊞ 

公認会計士  鈴 木 智 喜 ㊞ 

公認会計士  蓮 見 知 孝 ㊞ 
 

 

 私たちは、会社法第444条第４項の規定に基づき、東京エレクトロン デバイス株式会社の

平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ

いて監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立

の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、私たちに連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合

理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、東京エレクトロン デバイス株式会社及び連結子会社から成

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成20年５月７日 
 
東京エレクトロン デバイス株式会社 

取締役会 御中 
 

公認会計士 桜友共同事務所 

公認会計士  石 井 和 人 ㊞ 

公認会計士  鈴 木 智 喜 ㊞ 

公認会計士  蓮 見 知 孝 ㊞ 
 

 

 私たちは、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東京エレクトロン デバイス株式

会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第23期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附

属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を

表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、私たちに計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んで

いる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

 私たちは、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第23期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締

役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を取締役から

必要に応じて報告を受け検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に

ついて検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行

われることを確保するための体制」(会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監

査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業

年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
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2. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人 公認会計士 石井和人氏、公認会計士 鈴木智喜氏及び公認会計士 蓮

見知孝氏の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人 公認会計士 石井和人氏、公認会計士 鈴木智喜氏及び公認会計士 蓮

見知孝氏の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

平成20年５月９日 
東京エレクトロン デバイス株式会社 監 査 役 会 

常勤監査役（社外監査役)   矢 崎 一 洋 ㊞ 

常勤監査役         遠 山 憲 一 ㊞ 

監 査 役         田 中 健 生 ㊞ 

社外監査役         林 田 謙一郎 ㊞ 
 

以 上 
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株主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 

  第１号議案 取締役８名選任の件 

 本総会の終結の時をもって取締役全員（９名）が任期満了となります。つ

きましては、取締役８名の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、当社における地位及び担当、 
他の法人等の代表状況 

所有する当 
社の株式数 

１ 
砂 川 俊 昭 

(昭和26年６月28日生) 

昭和49年４月 東京エレクトロン株式会社入社
平成２年10月 同社ボードテストシステム部長
平成６年４月 同社モトローラ営業部長 
平成７年７月 同社半導体部品第一営業部長
平成９年10月 当社取締役社長 
       (現在に至る) 
（当社における地位及び担当） 
  代表取締役社長 
（他の法人等の代表状況） 
  Tokyo Electron Device (Shanghai) Ltd.取締役会長

77株 

２ 
久 我 宣 之 

(昭和30年８月25日生) 

昭和54年４月 東京エレクトロン株式会社入社
平成３年10月 同社財務部長 
平成11年４月 東京エレクトロン東北株式
       会社取締役 
平成14年３月 東京エレクトロン株式会社
       経理部長 
平成15年４月 同社執行役員 
平成16年10月 東京エレクトロンBP株式会社

取締役社長 
平成18年10月 当社執行役員専務 
       (現在に至る) 
平成19年６月 当社取締役 
       (現在に至る) 
（当社における地位及び担当） 
  取締役 執行役員専務 管理本部長、 
  総務部長 

53株 

３ 
天 野 勝 之 

(昭和29年11月28日生) 

昭和59年11月 東京エレクトロン株式会社入社
平成14年４月 同社コンピュータ・ネットワ

ークBUGM（ビジネス ユニット
       ジェネラル マネージャー) 
平成15年４月 同社執行役員 
平成18年10月 当社執行役員 
       (現在に至る) 
平成19年６月 当社取締役 
       (現在に至る) 
（当社における地位及び担当） 
  取締役 執行役員 CN事業本部長 

22株 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、当社における地位及び担当、 
他の法人等の代表状況 

所有する当 
社の株式数 

４ 
木 村  勉 

(昭和28年12月14日生) 

昭和56年４月 東京エレクトロン株式会社入社

平成11年４月 当社システムプロダクトグループ

プロダクトマネージャー 

平成13年10月 当社セミコンダクタ第１グループ

プロダクトマネージャー 

平成18年５月 当社執行役員 

       (現在に至る) 

平成19年６月 当社取締役 

       (現在に至る) 

（当社における地位及び担当） 

  取締役 執行役員 営業統括本部長、 

  東日本第１営業本部長、社内ベンチャー担当

24株 

５ 
徳 重 敦 之 

(昭和38年11月７日生) 

昭和61年４月 東京エレクトロン株式会社入社

平成11年４月 当社ザイリンクスプロダクト

グループプロダクトマネージャー

平成15年10月 当社TOPマーケティンググループ

プロダクトマネージャー 

平成16年10月 当社インレビアムプロダクト

グループプロダクトマネージャー

平成17年４月 当社執行役員 

       (現在に至る) 

平成19年６月 当社取締役 

       (現在に至る) 

（当社における地位及び担当） 

  取締役 執行役員 EC海外事業担当、

PLDソリューション事業部長 

13株 

６ 
東  哲 郎 

(昭和24年８月28日生) 

昭和52年４月 東京エレクトロン株式会社入社

平成２年12月 同社取締役 

平成６年４月 同社常務取締役 

平成８年６月 同社取締役社長 

平成８年６月 当社取締役 

       (現在に至る) 

平成15年６月 東京エレクトロン株式会社

取締役会長 

       (現在に至る) 

平成17年７月 Tokyo Electron U.S. Holdings, Inc.

取締役会長 

       (現在に至る) 

（当社における地位及び担当） 

  取締役 

（他の法人等の代表状況） 

  東京エレクトロン株式会社取締役会長 

  Tokyo Electron U.S. Holdings, Inc.取締役会長

  社団法人日本半導体製造装置協会会長 

― 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、当社における地位及び担当、 
他の法人等の代表状況 

所有する当 
社の株式数 

７ 
原  護 

(昭和21年８月14日生) 

昭和45年４月 東京エレクトロン株式会社入社
平成元年12月 同社取締役 
平成13年６月 当社取締役 
平成13年７月 当社取締役会長 
平成14年４月 当社取締役退任 
平成14年６月 東京エレクトロン株式会社

取締役 
       (現在に至る) 
平成15年４月 同社専務執行役員 
平成15年６月 当社取締役 
       (現在に至る) 
（当社における地位及び担当） 
  取締役 

― 

８ 
常 松 政 養 

(昭和18年10月５日生) 

昭和42年４月 株式会社日立製作所入社 
平成８年６月 日立東部セミコンダクタ株式

会社津軽工場長 
平成13年６月 日立北海セミコンダクタ株式

会社千歳工場長 
平成14年10月 Hitachi Semiconductor  
       (Europe）GmbH (現 Renesas 

Semiconductor Europe  
       (Landshut）GmbH）取締役社長
平成18年６月 当社取締役 
       (現在に至る) 
（当社における地位及び担当） 
  取締役 

― 

 
 (注) 1. 取締役候補者 砂川俊昭氏は、Tokyo Electron Device (Shanghai) Ltd.取締役

会長を兼務しており、当社は同社に対し設計、開発業務を委託しております。 
    2. 取締役候補者 東哲郎氏は、東京エレクトロン株式会社取締役会長を兼務して

おり、当社は同社と営業取引等を行っております。また、同氏は、Tokyo 
Electron U.S. Holdings, Inc. 取締役会長を兼務しており、当社は同社に対し
マーケティング業務を委託しております。 

    3. 取締役候補者 久我宣之氏、天野勝之氏、東哲郎氏及び原護氏の過去５年間及
び現在の当社親会社である東京エレクトロン株式会社及び同社の子会社におけ
る業務執行者としての地位及び担当は、｢略歴、当社における地位及び担当、他
の法人等の代表状況」に記載のとおりであります。 

    4. 常松政養氏は、社外取締役候補者であります。 
    5. 社外取締役候補者とする理由及び社外取締役との責任限定契約について 
     (1) 社外取締役候補者とする理由 

常松政養氏が培ってきた経営経験、国際感覚の優れた見識を活かし、当社経
営に対する監督、助言をいただくことで、経営体制のさらなる強化が図れる
と判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏
の当社社外取締役在任期間は、本総会の終結の時をもって２年間であります。 

     (2) 社外取締役との責任限定契約 
当社は、現行定款において、社外取締役との間で、当社に対する損害賠償責
任を限定する契約を締結できる旨定めており、社外取締役候補者 常松政養氏
は、当社との間で、責任限定契約を締結しております。契約内容の概要は以
下のとおりであります。 
・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負
う。 

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった
職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。 
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  第２号議案 会計監査人選任の件 

 当社の会計監査人であります公認会計士 石井和人氏、公認会計士 鈴木智喜

氏及び公認会計士 蓮見知孝氏は、本総会の終結の時をもって任期満了によ

り退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いするものであります。 

 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

 会計監査人候補者は次のとおりであります。 
（平成20年３月31日現在） 

 
名 称 あずさ監査法人 

事 務 所 の 所 在 地 主たる事務所 東京都新宿区津久戸町１番２号 

沿 革 

昭和60年７月

平成５年10月

 

平成16年１月

監査法人朝日新和会計社設立 

井上斎藤英和監査法人（昭和53年４月設立）と合併

し、名称を朝日監査法人とする 

あずさ監査法人（平成15年２月設立）と合併し、名

称をあずさ監査法人とする 

概 要 

出資金      3,760百万円 

人員構成          〔非常勤者を含めた総人員数〕 

公認会計士 1,788名〔1,915名〕(うち代表社員258名、社員236名) 

会計士補 736名〔 753名〕 

新試験合格者 926名〔1,068名〕 

その他職員 1,067名〔1,097名〕 

 合 計 4,517名〔4,833名〕 

  

 

クライアント数    5,178社（監査証明業務3,982社、 

その他の業務1,196社) 
 
(注) 候補者は、当社の親会社である東京エレクトロン株式会社から財務報告に係る内部

統制評価等に関する助言業務に対して報酬を受けております。 
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  第３号議案 取締役賞与支給の件 

 当期末時点の常勤取締役６名に対し、当期の業績等を勘案して、賞与総額

4,455万円を支給することにつき、ご承認をお願いするものであります。 

 なお、社外取締役に対しては賞与を支給いたしません。 

 

  第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

本総会の終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます 

古垣圭一氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の内規に従って相当額

の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的な金額、贈呈の時期、

方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 退任取締役の略歴は、次のとおりであります。 
 

氏     名 略            歴 

古 垣 圭 一 
平成17年６月 当社取締役会長 

       (現在に至る) 

 

以 上 
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会 場 ご 案 内 図 
 
会  場  神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目18番１号 
      新横浜国際ホテル 南館２階 ｢チャーチル」 
      電話 (045）473－1311（代表） 

 

 

 

交  通  JR新横浜駅北口 徒歩約５分 
      横浜市営地下鉄新横浜駅７番出口 徒歩約３分 

 




